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自治基本条例の政策動態展開の分析
An Analytical Approach to the Dynamic Movement of the Basic 
Ordinance of Local Government
松　岡　京　美
はじめに
　本稿は、政策の一生でのその動きに注目して、何が議論できるかを考察することである。
　政策の動きを「政策の動態」と呼ぶことにする。日本の政策の多くは、中央と地方の関係のな
かで、普及し、波及し、変化する。そのような動きを「政策の動態」として包括的に捉えようと
する。動態は動く状態もしくは変動している状態で、英語なら（Dynamic）Movementである。
本稿では、政策の動態を検証し、それを踏まえてその動きの理由を探る政策科学における議論を
進めたい。そこで、本稿の分析のための検証仮説は、政策の動態を自治基本条例に注目して普
及・波及・変化が示せられるのではないかである。普及・波及・変化から成る政策の動きでは、
普及のステージと波及のブームがあるとみて動態の構造を捉える。本稿では、自治基本条例を社
会の問題解決のための道具として政府が進める公共政策と考える。その解決手法が目的に沿って
の普及を経て波及していくうちに、波及の効果が生まれるとともに目的が変化することを明らか
にする。
　そのような自治基本条例の政策動態の検証を踏まえてどのような政策科学研究の議論ができる
かを次に検討する。そこでの理論仮説は、政策の一生での動態は、中央地方関係での政策文化か
ら説明できるのではないかである。中央と地方の関係での行政組織の作動様式に注目すれば、
「何を」の目的指向の作動様式と「どのように」の方法指向の作動様式が中央と地方の間で相互
作用することが見える。そこには中央の「どのように」の方法指向の作動様式と地方の「何を」
の目的指向の政策文化が、政策の動態、つまり普及・波及・変化の背景にある。自治基本条例に
おける政策動態での作動様式が示す政策文化を明らかにできれば、政策動態が生じる理由の一つ
を説明できるだろう。ここでは京都府福知山市の自治基本条例制定のプロセスとして、政策動態
での変化がどのような戦略で進められたのかを「何を」と「どのように」の作動様式から示す。
それによって中央地方関係での政策文化から政策の一生の一部でも捉えることができるなら、そ
こに政策科学研究における意義が示唆できるだろう。
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Ⅰ．先行研究と本研究の視点
　政策がどのように始まってどのように終わったのかは、政策の一生を意味するが、そこには二
つの構造があると私は考えている。政策を人に例えるなら、一生がどのように始まってどのよう
に終わったのかを知るには、特にその途中の動きに注目し、起きる出来事で説明できるではなか
ろうか。そこには、ステージとブームの二つの構造があると思われる。ステージとブームはとも
に動きであるが、ここではステージは政策の量的な拡大で、ブームは政策の質的な広がりとして
捉える。社会の問題を解決するための道具として始まった政策の利用が拡大する普及ステージと
比べて、その道具が様々な利用へと広がる波及ブームが、政策の変化へとつながり、いずれその
政策の終了をもたらす。
　政策が生まれて死ぬまでの一生を、複数の段階から成っている政策過程であると見るものがあ
る（岡本 2016：155）*1。何段階で構成されているかを政策形成、政策決定、政策実施、政策評価、
政策終了で説明する（秋吉ら 2010：47）。それらの過程の各段階で、一つ一つ独立した理論を論
じて政策過程研究の手掛かりを模索する研究もある（岩崎 2012）。また、政策過程の総論を政治
過程論で論じる佐藤（2018：9）の説明もある。そのような政策過程を、ラスウェル（1971）の
個別政策研究の「in の知識」と包括的政策研究の「of の知識」に分けるなら、本研究は「of の知識」
の研究であり、政策文化論の視角から政策の動態を包括的に捉えようとする試みである。
　政策動態に関する研究の可能性を近年示したのが、伊藤（2002、2006）の研究であると考えて
いる。伊藤（2002）は、一つの政策が全国に広がるダイナミズムを総体として捉えることで、政
策が生み出されるメカニズムを解明した。さらに伊藤（2006：26-27）は、自治体が地域の課題
に自律的に取り組み、その解決策として新たな政策を策定し、採用し、実施することについて政
策波及での相互参照の実態を具体的に示した。それらの伊藤の研究は、条例の波及現象を解明す
るために、模倣や工夫の相互参照に注目し、その波及現象を論じた。しかし、伊藤は地域の独自
の問題解決行動に注目し、自治体の自律的な行動によって政策のメカニズムを明らかにするため
に、関係性ではなく独自の行動を論じる。伊藤（2002）はこの点について地方自治体の独自の政
策過程を明示するために、村松のモデル（1981、1983、1984、1985、1988）とは距離を置き、既
存の中央地方関係の研究とは異なっていると述べている。それに対して、筆者は、村松（1988：
1-4）が主張する国と自治体の相互依存関係により注目する。しかし、既存の研究が注目してき
た中央地方関係を規定する制度についての議論するわけではない。中央と地方の相互作用の行政
組織の作動様式がどのようであるかの「政策の動態」に注目する。そこでは、中央地方関係にお
ける行政組織の作動様式を包括的な政策文化と捉えて、政策が普及・波及・変化する政策動態に
関する「of の知識」を、伊藤の研究を踏まえつつさらに蓄積することになる。これが既存研究
を踏まえた本研究の視点である。
*1　ラスウェルの七つの機能から成る政策過程のモデルを提示され、段階に分けて政策過程を見るアプ
ローチが発展していくことになる。Lasswell（1956）を参照してもらいたい。
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Ⅱ．自治基本条例政策の普及ステージと波及ブーム
　ここでは、自治基本条例を用いて普及と波及の様態を検証する。政策形成の目的に沿った普及
を経て波及していく様子が明らかになる。事例とする自治基本条例は、「inの知識」の個別的な
政策研究とは少し異なっている。反面手法としての利用のしやすさから、普及・波及・変化の政
策動態をみる「ofの知識」の公共政策として本研究に適すると考えた。
　自治基本条例は、政策形成時の目的においてどのような議論があるのか。神原（2008：42）
は、自治基本条例のことを世に送り出したのが、松下圭一であると紹介している。土山（2015：
66）は、松下は自治体レベルの基本法として「自治基本条例」と呼んだが、今は地方政府による
自治体運営を担うものが「自治体基本条例」であると指摘している。自治基本条例は、住民及び
自治体のそれぞれの役割と責任を明確にし、共に考え協力して行動することにより福祉を向上
し、豊かな地域社会の実現を図ることである。つまり、自治の実現や豊かな地域社会の実現を目
指す目標に向けて、それに対する市民と行政の権利と責務を担う目的で、自治基本条例が位置付
けられているその背景には行財政改革への意図がある。
　自治基本条例は様々な名で呼ばれているが*2 、本稿では自治基本条例として扱う。自治基本条
例の始まりについて、大阪府箕面市の「まちづくり理念条例」からか、北海道ニセコ町「まちづ
くり基本条例」からか、その出発の見方は二つに分かれている。しかし、ここではNPO法人公
共政策研究所がまとめた「全国の自治基本条例一覧」をもとに分析をしたので、北海道ニセコ町
「まちづくり基本条例」を始まりの基準に据えた。ニセコ町の自治基本条例の制定以降、他の自
治体による制定状況はどのような状況であるか。それを示すのが、図１である。
*2　大久保（2005）は住民参加・協働に関する様々な条例の特徴としてそれらをまとめている。
図１　自治基本条例の制定状況からみる普及ステージと波及ブーム
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（出所）NPO法人公共政策研究所の調べをもとに筆者が作成。
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　図１は、年度ごとに自治基本条例を制定した自治体の数とその採用合計を示している。棒グラ
フは自治基本条例を採用する自治体の数であり、折れ線グラフは採用の累積合計である。その推
移は、ロジャース（Rogers 1995）が普及研究で示した「S字型普及曲線」の状態に近い。伊藤
（2002：29）は、政策の波及をロジャースの普及研究から伝播・普及の共通点をみて、新たな何
かが作用する広がりを、政策が複数の自治体に採用されて全国化する現象と捉えている。普及と
波及の広がりの共通を示すのが、折れ線グラフの採用の累計合計である。普及と波及は概念的に
は区別できる。例えば、伊藤は、普及は新しい何かが受容されて広がっていく現象（伊藤2002：
41）、波及は政策が複数の自治体に採用されて全国に広がる現象（伊藤2006：29）と述べてい
る。しかし、具体的に分けるのは難しい。ここでは、普及ステージと波及ブームに分けて、そこ
からの変化をみれば、政策が始まって2007年までに普及し、その後は波及から変化へ移ったこと
が分かる。その第三段階の詳細は後の図２と図３で述べる。
　普及から波及への政策の展開内容をまとめたのが、図２である。湯淺（2008）は、自治基本条
例の内容を分析し、多種多様な自治基本条例における一定の共通する特色の抽出するための研究
を行っていた。自治基本条例の展開の共通の方向は、松下圭一（2002）、神原勝（2008）、金井
利之（2010）らの研究が示す自治基本条例による地方自治実現に向う責務、行財政運営、総合計
画の位置づけにあった。つまり、第一段階の普及ステージからの展開としての責務、行財政運
営、総合計画の位置づけの道具としての自治基本条例の利用とともに、危機管理や国際交流（多
文化共生）などの少し異なる利用への波及が起こるようになる。そこに第二段階以降の波及ブー
ムの可能性がある。普及と波及はともに自治基本条例制定の政策の利用の広がりであるが、普及
と波及の相違点は普及の展開の中から波及が起きることが明らかになった。
（出所）湯淺墾道（2008）「自治基本条例の構造と動態」『九州国際大学法学論集』第15巻第２
号、９８頁より筆者が作成。
図２　第一段階の普及ステージから波及ブームへの展開の可能性
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Ⅲ．波及での政策の変化とその変化による新たな政策目的の出現
　ここでは、自治基本条例において政策の変化が起きたことを示し、さらにその内容がどこに
向っているのかを示す。先の検証結果を踏まえて、普及ステージが進むにつれて波及ブームが起
きることを前提に、自治基本条例の政策形成時の目的が変化することを検証する。
　自治基本条例で政策の変化が起きたことを示すのが、図３である。図３は、阿部（2013）と沼
田・安藤（2016）を参考にしながら、沼田・安藤（2016）の図表２の自治基本条例の内容分析を
踏まえ、2018年6月までの自治基本条例における危機管理を項目として扱う条例の件数を示して
いる。そこから各年度の自治基本条例の制定件数と危機管理の内容を踏まえた件数の差が分析で
きる。危機管理は、すでに図２で示したように、普及ステージでみられる自治基本条例の共通の
方向とは異なる波及ブームでの利用目的の一つである。第一段階普及ステージの2001年から2007
年の間は、自治基本条例において危機管理はそれほど取り入れられた内容ではなかった。危機管
理は第二段階波及ブームの2008年以降に自治基本条例への取り入れが著しく増えて、第三段階変
化の時期の2014年以降から制定された自治基本条例においてはほぼ危機管理が扱われている。そ
れを踏まえれば、自治基本条例においての危機管理の注目は、さらに次の政策展開につながる変
化と捉えられるかもしれない。
図３　自治基本条例における危機管理という政策変化
（出所）沼田・安藤（2016）研究の修正加工・追加分析から筆者が作成。
（注）第一段階普及ステージ：危機管理内容の扱い件数÷制定件数のこの時期の平均21.8％
　　 第二段階波及ブーム：危機管理内容の扱い件数÷制定件数のこの時期の平均64.9％
　　 第三段階変化の時期：危機管理内容の扱い件数÷制定件数のこの時期の平均66.7％
制定件数 危機管理内容の扱い件数
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　表１は、2014年以降に制定されたすべての自治基本条例を取り上げ、条例内容において「公
助・共助・自助」をどこにどのような内容で位置付けているかをまとめたものである。なぜなら
年度 市町村名（都道府県） 　条例での公助・共助・自助の位置付け
2015 吉野町（奈良県） 　町政運営（危機管理）
町民は、一人ひとりが「自らの命は自ら守る（自助）」、「自
分たちの地域は自分たちで守る（共助）」を基本に、平時か
ら家庭、地域、職場等で防災への積極的な取組みに努めます。
2016 青森市（青森県） 　危機管理体制の確立
市長等は、市民の生命並びに市民の身体及び財産を保護する
ため、危機管理体制の確立と市民の自助及び共助の意識醸成
を図るものとする。
2016 土佐清水市（高知県） 　基本理念（めざすまちの姿）
自助・互助・共助・公共により、みんな住み慣れた地域で安心・
安全に暮らし続けられるまち
2018 福知山市（京都府） 　附則　
今後も、これらの地域資源を一層活かすとともに、少子高齢
化や過疎化、甚大な被害をもたらす自然災害への対応など、
市民と市が一丸となったまちづくりを進めていく必要があり
ます。このまちの資源を次世代に引き継ぐためには、市民と
市が相互の信頼関係をより強化し、それぞれの役割と責任を
果たして課題解決のために協働によるまちづくりを推進して
いくことが重要です。ふるさと福知山を誇りに思い「幸せを
生きる」ために、わたしたち市民が自ら考え行動し、まちづ
くりに参画することで地域のコミュニティを確立し、市民が
主役の新たな福知山を築いていく必要があります。そのため
には、子どもから高齢者まで、市民一人一人が互いの人権を
尊重し、対話や交流によって、自助・共助・公助が機能する
仕組みを築いていかなくてはなりません。市民自らの中から
わき出る力を集め、市民と市が対等の立場で協働し、個性豊
かで多様性にあふれる福知山市を創造するために、ここに福
知山市自治基本条例を制定します。
表１　自治基本条例における公助・共助・自助の位置付けの変化
（出所）2014年以降に制定されたすべての自治基本条例の内容分析より筆者作成。
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ば、危機管理は災害に対応する政策との関係でその方針が定まっていくので、その方針をみるこ
とは危機管理の内容が向かう方向を知る上で有意であるからである。日本では、災害への対応が
大きな災害を経験することで変わってきた *3。1959年に発生した伊勢湾台風を契機に1961年に制
定された災害対策基本法は、災害対応が基本的に復旧であったが、1995年の阪神・淡路大震災、
2004年の新潟県中越地震、2011年の東日本大震災を経ることで、その政策理念が復旧から復興へ
と変化する*4 。東日本大震災後は、災害対応の公共政策において防災から減災への展開が重視さ
れるようになる。その中で、防災活動に対する理念変化が起きる。それは2014年防災白書での、
特集「共助による地域防災力の強化」の部分において、「公助の限界」が明確に明示されたこと
である。防災活動における理念変化は、公助中心から公助・共助・自助のバランスへの変化であ
り、災害対応における住民参加・協働が重視されるようになる。つまり、2014年度は、危機管理
の内容の変わり目が明らかになった年であり、本研究では、自治基本条例での公助・共助・自助
の位置付けの変化を2014年以降についてまとめて自治基本条例の目的が変化する新たな波及ブー
ムがあることを検証した。
　奈良県吉野町と青森県青森市は、条例の中の防災と危機管理体制の取り組みにおいて、公助・
共助・自助を位置付けている。公助・共助・自助の位置づけをさらに発展させたのが、高知県土
佐清水市と京都府福知山市である。高知県土佐清水市はまちのめざす姿の基本理念において位置
付けているのに対して、京都府福知山市は自治基本条例の制定で、公助・共助・自助が機能する
仕組みづくりが目的になっている。つまり、危機管理の道具として自治基本条例制定の政策が波
及して変化へと展開したと言える。以上によって自治基本条例の政策動態では普及・波及・変化
の政策展開があることを検証できた。
Ⅳ．福知山市における自治基本条例の目的の変容とそこでの作動様式
　ここでは、政策動態での変化が起きた理由を中央地方関係での政策文化から説明できるのでは
ないかについて検討する。具体的には、自治基本条例を危機管理に利用する波及に留まることな
く、さらに変化へと向かっていることを明らかにする。自治基本条例の目的を既存の行財政改革
を背景にした地方政府での基本法の制定の目的から、まちづくりを念頭におく公助・共助・自助
の仕組みづくりの目的に変容させた京都府福知山市の自治基本条例制定のプロセスを事例にあげ
て分析する。そこでの政策変化をみる視点は、中央地方関係での作動様式である。つまり、政策
動態での変化がどのような戦略で進められたのかを政策の「何を」を目指す目的指向と「どのよ
うに」を目指す方法指向の作動様式から示す。そこでのまちづくりへの自治基本条例の利用は、
災害への危機管理にも役に立つ方向にあると言える。
*3　その詳細は松岡（2016a）を参照してもらいたい。
*4　松岡（2014）を参照もらいたい。
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Ⅳ－1　福知山市における自治基本条例制定プロセスとそれをめぐる動き
　自治基本条例の制定は中央地方関係においてどのような脈略で制定されたのか。そこでの福知
山市の作動様式はどのようなものなのか。
　新たな政策の形成の契機の一つが、政治・行政の基本構造を変革させるための地方分権推進で
ある。それによって、「上下・主従の関係」から「対等・協力の関係」*5に中央と地方の関係改
善が求められるようになった。政府は、地方分権推進委員会の勧告を受け、1999年3月に「地方
分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」（地方分権一括法）を国会に提出し
た。その地方分権一括法は、同年7月に成立して2000年4月1日から施行した。その後、2014年に
は、提案募集方式による取り組みも踏まえながら、現在にいたる地方分権一括法が成立してい
る。地方分権一括法では、分権改革の課題である地方財政秩序の再構築、法令による義務付け等
の緩和、新たな地方自治のしくみの検討、事務事業の移譲、画一的制度の緩和と住民自治の拡
充、地方自治の本旨の具体化への改革が行われながら、地方の自立性を向上させるための総合的
な改革が推進されている。
　それらの動きにおける中央地方政府の作動様式は、中央と地方との関係の改善を目指して、中
央政府が問題の改善に向けた環境整備に取り組む動きの「どのようにするか」による政策法令体
系の構築であると筆者は見る。その下で、地方政府は問題の改善を実際に行うために自治基本条
例を制定していく。そこには地方政府の「何をするか」の具体的な目的が反映される。そこには
中央政府と地方政府の作動様式が相互に作用する状況を見ることができる。筆者はすべての政策
分野でそのような傾向があるとしているわけではないが、災害対応政策の展開の特徴として、
自治基本条例でみられる中央地方政府の作動様式を確認している（松岡：2016a）。日本は、他
の国と比べて地方政府が目的指向の「何を」の作動様式であるのに対して中央政府が方法指向の
「どのように」の作動様式であり、そのような日本の政策文化が日本の災害対応における適応型
改良主義の特徴の基盤になっていると筆者は指摘している（松岡：2016b）。
　実際に福知山市は、自治基本条例の制定に向けてどのような動きであったのか。それをまとめ
たのが、表２である。そこから福知山市が、自治基本条例で危機管理の政策変化に留まることな
く、自治基本条例の目的を既存の目的から公助・共助・自助仕組みづくりの目的に変容させたプ
ロセスが明らかになる。
　現在の福知山市は、2006年1月1日に、福知山市・三和町・夜久野町・大江町の1市3町が合併し
て誕生した市である。合併以前から、自治基本条例の制定に関する議題が、議会では議論された
が、制定に向けてそれほど進んでいなかった。しかし、自治基本条例の制定要因として市町村合
併があることの真下の研究（2016）のように、福知山市も合併以降に、市長が自治基本条例制定
を公約にし、その制定に向けて一歩踏み出すことになる。そこで、自治基本条例制定に向けて、
他の市町村のように福知山市も、地域が直面している人口減少・少子高齢化・地域課題の多様化
*5　地方分権推進委員会の平成 8 年 3 月 29 日行われた中間報告を参照してもらいたい。
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とその担い手不足、合併後の地域融合などの課題を改善することを背景にして、その内容を模索
するようになる。
　2008年までの議会における議論をみれば、福知山市は自治基本条例の内容を具体的にどうするかも
不明確であり、他の先進事例を検討することに留まっていた。それが2009年以降、具体的にどのような
方法で自治基本条例を制定していくかが議論されるようになった。その中で、福知山市で災害が発生
し、それも踏まえながら、自治基本条例内容を詰めていくことになる。その活動の柱になったのが、市
民協働まちづくり研修会、市民協働まちづくり検討会、市民協働推進会議である。そこでの議論が福知
山市の独自の条例内容になり、それらの活動を支えることの基盤とするために、自治基本条例が制定さ
れることになった。
　福知山市は、以下のように自治基本条例の制定を段階的に進めた。まず、2009年に市民協働まちづく
り研修会を通じて市民と行政が互いにまちづくりのアクターであることを確認する環境づくりに取り組
んだ。市民協働まちづくり研修会は、全部で6回開催され、フィー ルドワークやワークショップを市民と
行政が共にしながら、まちの現状を学び、課題認識の共有を進めた。次に、研修会での成果を踏まえ、
自治基本条例制定も視野に入れた住民参加型の議論の場を作る。それが2010年に6回にわたり実施さ
れた市民協働まちづくり検討会である。そこでは学識者がコーディネーターとなって市民との議論を深
めていった。その結果として、自治基本条例の必要性の提言を行った。
　そしてこの提言を実現するために、2011年度から福知山市市民協働推進会議を設置した。その委員
会の構成は、関係団体や学識経験者等18人の委員と3名の市民および市職員である。市民は、公募で
募集している。市民協働推進会議は、2011年4月から2013年9月まで全部で124回開催された。その会議
では、自治基本条例だけではなく、新たな地域経営のあり方等について検討も行われた。具体的なグ
ループワークで条例の必要性を確認し、条例素案の策定も行った。その結果を踏まえ、市民協働推進
会議は自治基本条例の制定等を市長に対して提言を行った。2014年から2015年までには、市自治基本
条例策定委員会が開催され、自治基本条例は、福知山市議会の2017年3月定例議会で可決された。
　福知山市の自治基本条例制定のプロセスは、長年時間をかけて段階的に進められた。そのプロセス
の目的は、条例制定だけではなく、まちづくりのために条例が目指す市民と行政の関係の構築に向け
た基盤づくりでもある。それは、地域課題を市民、行政、専門家などと議論することで、互いが政策過
程での関わり方を認知して担っていく協議体制作りとも言える。それは福知山市が、波及ブームにおい
て危機管理を取り入れるだけではなく、自治基本条例の目的をさらに自らの地域の目的に合わせた自
治基本条例の利用を目指して、公助・共助・自助が機能する仕組みづくりに変化させたことがうかがえ
る。
年度 議会での発言者 自治基本条例の制定をめぐる議論の動向
2004 年
（第 3 回定例会）
杉山議員質問 ・・・中略・・・、新しい住民自治の理念を条例により
規定していこうという動きが広がり、市民参加のもとに
各地で自治基本条例の制定が模索されているのでありま
表２　自治基本条例制定のプロセスでみる政策の動態での変化
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2004 年
（第 3 回定例会）
2004 年
（第３回定例会）
高日市長答弁
総務部長答弁
す。 ・・・中略・・・自治基本条例制定の動きは重要な
課題と考えますが、市長のご所見を伺います。
・・・中略・・・各自治体の制定状況や条例内容等の情
報収集を行い、今後研究してまいりたいと考えておりま
す。
・・・中略・・・全体的にはまだ数少ない中で取り組ん
でおるという状況の条例の内容であろうというように
思っております。・・・中略・・・何にせよ、まだちょっ
と勉強不足の部分ございますので、今後、鋭意研究をさ
せていただきたいというふうに思っております。 
2008 年
（第 2 回定例会）
2008 年
（第 2 回定例会）
2008 年
（第 3 回定例会）
2008 年
（第 3 回定例会）
2008 年
（第４回定例会）
2008 年
（第４回定例会）
今次議員質問
松山市長答弁
大谷議員質問
松山市長答弁
大谷議員質問
松山市長答弁
・・・中略・・・市長は新たに自治基本条例を制定した
いと公約されましたが、・・・中略・・・この自治基本
条例の目的や、なぜ今、条例が必要なのかなどについて
具体的にお聞かせをください。
・・・中略・・・自治基本条例は自治体の最高規範とし
て自治の仕組みやまちづくりの基本原則を条例という形
で定めて、法的根拠を持たせるものでありまして、今後、
制定に向けて検討を進めてまいりたいと考えておりま
す。なお、この自治基本条例には、当然に市民全体の奉
仕者たる市職員の責務も規定することになり、体系的に
は自治基本条例を受けて、それを具現化するものの一つ
として、福知山市における法令遵守の推進等に関する条
例が位置づけられることとなると思っております。
・・・中略・・・自治基本条例の制定の進捗ぐあいはい
かがでしょうか。
・・・中略・・・現在先進地の自治体における取り組み
状況などを調査しておりまして、・・・中略・・・, いま
しばらくまたお待ちお願いしたいと思います。
・・・中略・・・自治基本条例を本当に制定するのかし
ないのか、またいつまでに制定するのか。
・・・中略・・・随分時間が僕はかかると思っております。
2009 年
（第 1 回定例会）
大谷議員質問  ・・・中略・・・松山市長も来年度より市民参加型まち
づくり推進事業をスタートされると聞き、大変うれしく
思います。ここでお聞きします。市民、議会、行政が一
体となってつくり上げたという満足感を感じられる一番
大事な公募の方法はどうされますか。
京都府立大学学術報告（公共政策）第 10 号
公共政策　松岡
− 11 −− 10 −
2009 年
（第 1 回定例会）
松山市長答弁 ・・・中略・・・全国で１, ８００何がしかの市町村のう
ち、今やっているのは１５０程度・・・中略・・・福知
山市の協働まちづくりの研修会に福知山市にふさわしい
自治基本条例の制定に向けての第一歩と考えまして、ま
ちづくりの課題でありますとか、市民参加への方法など、
活動についてワークショップを通じまして参加者であり
ますとか、協働のイメージでありますとか、そういう方
向性を共有する場としてまいりたい。 ・・・中略・・・
2010 年
（第 2 回定例会）
2010 年
（第 2 回定例会）
2014 年
（第 2 回定例会）
2014 年
（第 2 回定例会）
高宮議員質問
松山市長答弁
谷垣議員質問
松山市長答弁
・・・中略・・・合併して新しい福知山市が誕生したわ
けですので、すべての市民が融和するためにも自治基本
条例制定を市民合意のもとに制定すべきだと思います
が、ご所見を伺っておきます。
・・・中略・・・今後、５年目を迎える、そういう折り
しも旧市と旧３町との見直しのときに、こういう観点か
らも、ひとつ自治基本条例をつくり上げていきたいとい
うように、こう思っておるわけでございます。
自治基本条例制定のねらいについてお聞きいたします。 
・・・中略・・・
・・・中略・・・公共サービスの質的向上とそれから効率、
効果的な運営が図られるものと考えておる。・・・中略・・・
2014 年
（第６回定例会）
田中議員提案 ・・・中略・・・厳しい財政状況の中で、地域の活性化
も図る必要があるし、自治基本条例制定や財政健全化計
画もやり遂げなければなりません。河川改修、道路改修
といった国、都道府県レベルとの調整もさらにふえてき
ます。その上、防災機能の強化も取り組まなければなり
ません。・・・中略・・・
2015 年
（第 4 回定例会）
2015 年
（第 4 回定例会）
吉見議員質問
長坂市長公室長
　　　　　答弁
・・・中略・・・改めて福知山市ではどのような自治基
本条例を目指しておられるのか、
・・・中略・・・自治基本条例につきましては、・・・中略・・・
まちづくりへの市民の参画と協働の仕組み、さらに市政
運営のあり方等、まちづくりに関する基本的なルールを
定める・・・中略・・・
2016 年
（第 1 回定例会）
塩見質問 ・・・中略・・・自治基本条例は、それでは平成２８年
度に制定とありますが、いつ施行するのか
自治基本条例の政策動態展開の分析
公共政策　松岡
− 13 −− 12 −
Ⅳ－２　自治基本条例政策の目的変容における戦略からみる作動様式
　福知山市が自治基本条例の目的を変容させ、政策動態での変化をもたらせるために、どのよう
な戦略であったのか。すでに表３で指摘しているように防災機能の強化と市民参加と協働の仕組
みをいかに円滑にさせるのかが、自治基本条例で目指そうとしているものである。それを複合的
に融合させた取り組みを試みたのが、自主防災組織の地域防災マップの作成であると考えられ
る。
　福知山市は合併をすることで、既存の地区とはことなる地区編成になった。それを公助・共
助・自助が機能する仕組みづくりから、新たに調和させた自主防災を描く一つのツールが自主防
災の組織地域防災マップの作成であると考えられる *6。福知山市は、このマップで、地域住民が
各地区に一般的に市が提供する情報に限らず、危険個所、避難経路などのローカル情報を記載
し、実際の災害時に避難のタイミング・行動を役に立たせようとした。そのマップの作成過程を
通じて、福知山市は地区内の住民の参加・協働を促すことになる。さらに、そのマップは福知山
市の全地区で作成するように事業が進んでいる。
*6　2018 年 6 月 20 日福知山市の危機管理室でのヒアリング調査を踏まえた。
2016 年
（第 1 回定例会）
松山市長答弁 ・・・中略・・・いろんな前例を見ている場合に、自治
基本条例、他府県の例を見ましても、なかなかその運用
面で円滑にいっているとは私の調べた範囲では、うまく
円滑にいっているとは思っておりません。・・・中略・・・
2016 年
（第 3 回定例会）
2016 年
（第 3 回定例会）
2016 年
（第５回定例会）
吉見議員質問
大橋市長答弁
足立議員要望
・・・中略・・・住民自治を推進していくためには、そ
の基本となる福知山市自治基本条例の制定を速やかに行
い、条例にのっとった市民が主人公の市政運営を進めら
れることを提案をいたします。前市長のもと、自治基本
条例の素案が示されておりますが、そのことも含めて、
大橋市長の所信についてお答えください。
・・・中略・・・地域協議会制度などをしっかりと担保
するためにも、自治基本条例自体の必要性は理解をして
おり、今後、制度がしっかりと機能する条例となるよう、
細部を詰め、提案できるよう取り組んでまいりたいと考
えております。
・・・中略・・・１日も早く自治基本条例の制定をして
いただきたいというふうに要望いたします。 
（出所）2002年から2017年までの福知山市議会記事録より筆者作成。
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表３　政策動態での変化の戦略である自主防災組織地域防災マップの作成における作動様式
（出所）福知山市『平成27年3月議会提出議案　重要事項説明書』、『平成28年3月議会提出議案　重要
事項説明書』、『平成29年3月議会提出議案　重要事項説明書』『平成30年3月議会提出議案　重要事項
説明書』より筆者作成。
２０１５年予算枠
施策名 人と自然が共生する安心・安全・快適環境のまちづくり
事業名 自主防災組織地域防災マップ作成事業（地方創生先行型）
事業の継続性 新規
補正予算額
（単位：千円）
財源の内訳
3,972
国 府 市債 その他 一般財源
3,201 771
２０１６年予算枠
施策名 消防防災体制の強化
事業名 自主防災組織地域防災マップ作成事業
事業の継続性 継続
予算額
（単位：千円）
財源の内訳
3,000
国 府 市債 その他 一般財源
1,500 500 1,000
２０１７年予算枠
施策名 安心・安全の生活・教育・防災基盤づくり
事業名 自主防災組織地域防災マップ作成事業
事業の継続性 継続
補正予算額
（単位：千円）
財源の内訳
3,972
国 府 市債 その他 一般財源
750 750
２０１８年予算枠
施策名 安心・安全の生活・防災基盤づくり
事業名 自主防災組織地域防災マップ作成事業
事業の継続性 継続
予算額
（単位：千円）
財源の内訳
3,000
国 府 市債 その他 一般財源
700 700
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　そのマップ事業を新たに立ち上げて展開させるために、福知山市は新たに事業を起こせる様々
な資源を利用して工夫する戦略をとる。それをまとめたのが、表３である。2015年新規事業で始
めるために、国の地方創生の仕組みを取り入れ、補助金を利用してスタートさせる。地方創生に
よる補助金は一時的なことであるために、事業の継続性に向けて、施策の位置づけを変えて、京
都府の予算を組み込むようにする。最終的には一般財源を使わないようにした。それは事業を開
始するための様々な戦略の一つかもしれない。しかし、福知山市はこの事業を展開することで、
災害に対する危機対応力の強化はもちろん、自治基本条例の公助・共助・自助が機能する仕組み
づくりなど様々な政策を複合的に融合させて取り組みを試みたことと考えられる。それは政策実
施に向けて政策の具体的な内容を決めることである *7。そこで見られる作動様式は、政策目的指
向の「何を」であると言える。中央の「どのように」の政策方法指向の作動様式での様々なツー
ルを複合的に役立たせる中央地方関係での相互作用において、自治基本条例の道具を自らの目的
に合わせた変化へとつなげた状況を見ることができる。それは自治基本条例における政策動態の
理由として政策文化から議論できる可能性を示している。言い換えればそれは、中央政府が方法
指向の責任を持つ中で、地方政府が目的志向の責任を担う相互作用の作動様式で左右される政策
動態は日本の政策文化の特徴として捉えられる。
おわりに
　本稿では、政策の一生における政策の動きに注目して、何が議論できるかを考えることが目的
であった。そこでの動きが、普及・波及・変化であり、それを「政策の動態」と呼んで、自治基
本条例政策で動態を検証した。次に、政策動態での変化が起きた理由を中央地方関係における行
政組織の政策展開の指向の特徴が示す作動様式、つまり政策文化から説明できることを指摘し
た。
　政策の動態を検証するために、まず、自治基本条例政策の普及と波及を具体的に明らかにし
た。そこでは普及のステージと波及ブームを用いた。波及ステージが進むにつれて波及ブームが
起きる。普及と波及の共通点は広がりであるが、普及と波及の違い点は普及の展開の中で時間を
ずらして波及が起きていることが明らかになった。
　次に、自治基本条例で危機管理がどのようであるかを分析して政策動態での変化を明らかにし
た。第一段階ステージ以降に、本来の普及から波及と異なる危機管理の内容が、その経過ととも
に自治基本条例の制定において取入れられたことが示せた。そこに政策の変化が見られることが
検証できた。地方政府による自治基本条例の制定目的に、例えば災害対応の危機管理のような中
央政府による自治基本条例の政策形成時の目的とは違う方へと波及していく変化を発見できた。
　さらに、政策の動態の変容の理由を政策を扱う行政組織の作動様式から検討した。具体的には
*7　福知山市は自助・共助による地域防災力の強化を図るために、政策の具体的な内容として自主防災
組織の地域防災マップを作成することになった。それは松岡（2016b）を参照してもらいたい。
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福知山市を事例に、自治基本条例の制定プロセスと防災組織による地域防災マップの作成におけ
る行政組織による政策展開の作動様式に注目した。その結果、福知山市が、危機管理を取り入れ
る波及の対応からさらに、自治基本条例の目的を公助・共助・自助が機能する仕組みづくりに変
化させたことがわかった。そのためには、防災組織による地域防災マップの作成の事業を福知山
市の政策展開の道具として戦略的に用いていることがわかった。その戦略が見られる作動様式
は、政策実施に向けて政策の具体的な「何を」の政策内容を決める目的指向の作動様式であるこ
とが明らかになった。そこには中央政府による「どのように」の方法指向の作動様式を背景とす
る相互作用が、政策動態での変化の理由であると示唆できた。
　漠然としているが、私は、政策に関わる責任を研究することに意義があると感じている。言い
換えると、責任の視点から政策を様々に捉える議論が、政策科学の研究に有益だと思う。政策の
始まりから政策の終りへの政策の一生に興味を持ってきた私にとって、政策の始まりや終りの責
任は誰が、どこで、どのように負っているのか。あるいは、その間に実施される政策の効果の責
任はいかなるものなのか。政策の価値への言及も避けられないこれらの視点からの議論に向け
て、その前提となるべき実証的な研究を積み重ねることが、私の根本的な研究課題である。つま
り、『政策と責任』の第一歩として、何を明らかにできるかである。政策の影響の責任を問う、
いわば「政策の責任」の議論は、これまでにもされてきたし、政策形成のアクターなどの「政策
過程での責任」の研究も多くされてきている。しかし、政策に関わる様々な場面での責任の問題
を包括的に捉えようとする「物語」があるわけではない。これまでに政策の国際比較などで政策
過程の違いなどに注目してきて、その背後に政策に関わる責任についての文化的な違いあると感
じることもあった。例えば、政策の展開の遅さやその諦めの速さなど、政策システムの機能を支
える政策文化への視角が研究に寄与するように思える。本稿の日本における自治基本条例の政策
展開の分析も、具体的には政策の動態の把握を目指すが、その背後に、責任の視点からの政策の
議論への入り口なることをも視野に入れている。
　公共政策が個人や企業では解決できない社会の問題に対応するために政府がとる手段であると
するなら、その手段の責任の基盤は社会にあると見るべきだろう。政策を責任から議論しようと
する『政策と責任』の視角とは、いわば、「政策に関わる責任の社会的な意味」を問い、それに
答えられる知見を求める研究を少しでもおし進めることである。例えば、本稿で話題とする自治
基本条例の政策展開の意図が、中央地方関係の中で変容していることを明らかにする研究は、
「何を」「どのように」進めて社会問題の解決を目指す日本の政策システムのもとで、政策の社
会的な責任の変化としていかに示せるかを検討するものと言えるだろう。本稿では、まず、政策
の動態を普及・波及・変化の変容で捉えることを、自治基本条例の公共政策で検討し、次に、そ
の政策展開の動態の理由を背景にある政策文化から示した。中央政府と地方政府の作動様式が示
す政策文化について、方法指向の中央政府の責任と目的指向の地方政府の責任を政策科学研究と
して議論できるかもしれないことを示唆したことにも、さらなる研究に向けての独創性があると
思っている。
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